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中・低レベル放射性廃棄物処理用セメント固化体の

圧縮強度と動弾性係数の関係

Relationship between Compressive Strength and Dynamic Modulus of 

Elasticity in the Cement Based Solid Product for Consolidating 

Disposal of Medium-Low Level Radioactive Waste 

申相激へ金振晩ぺ小山智幸＊牢＊

Sangchul SHIN, Jinman KIM and Tomoyuki KOY AMA 

Recently, the medium-low level radioactive waste企omnuclear power plant must be tr組 sported企omtemporary 
storage to the final repository. Medium」owlevel radioactive waste, which is composed mainly of the liquid ion 
exchange resin, has been consolidated with cementitious material in the plastic or iron container. Since 
cementitious material is brittle, it would generate cracks by impact load during transportation, signiちringleakage 
of radioactive ray. In order to design the safety 仕組s~ort担ge~uipment, there is a need to check the compressive 
strength of the current waste. However, because it is impossible to measure strength by direct method due to 
leakage of radioactive ray, we will estimate the strength indirectly by the dynamic modulus of elasticity. 
百ierefore，江mustbe identified the relationship between of s悦 ngthand dynamic modulus of elasticity. According 
to血ewaste accep旬ncecriteria, the compressive strength of cement based solid is defined as more than 3.44 MPa 
(500 psi). Compressive s仕組gthof the present solid is likely to be significantly higher than this baseline because 
of continuous hydration of cement during long period.αi this background, we have凶edto produce由e
specimens of the 28 day's compressive strength of 3 to 30 MPa having the same material composition as the solid 
product for the medium-low level radioactive waste, and analyze the relationship between the s悦 ngthand血e
dynamic modulus of elasticity. By controling the addition rates of AE agent, we made the mixture containing the 

ion exchange resin and showing the回rgetcompressive strength(3～ 30 MPa）.百iedynamic modulus of el部 ticity 

of血ismixtures is 4 .1～10.2 GPa, about 20 GPa lower in the equivalent compressive s住engthlevel than that of 

ordinary concrete, and increasing the discrepancy according to increase s甘ength.百iecompressive s仕engthand the 

dynamic modulus of elasticity show the liner relationship. 

Keywords: Medium-low level radioactive wα'Ste, Ion exchange resin, Air 仰 向 的ingα：genι
Compressive strength，めmamicmodulus of elasticity 
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1. はじめに

放射性廃棄物は核エネルギーを利用する過程で発生す

る原子力副産物である。放射性廃棄物は、含まれている

放射性核種に応じて高レベル放射性廃棄物と中・低レベ

ル放射性廃棄物に大きく分類される。

高レベル放射性廃棄物は、原子炉において使用済み核

燃料として発生するものであり、ウランなどの分裂で生

じたすべての種類の核分裂生成物を含んでいる。一時保

存以外の処理経験を有している国はなく、通常の発電所
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の内部に特殊設計された水槽の中に一時的に保持されて

いる。中・低レベル放射性廃棄物は、原子力発電所から

出る廃フィル夕、廃潤滑油、廃イオン交換樹脂などの中

レベル廃棄物と、作業服、手袋、ブーツ、廃部品、放射

性同位元素廃棄物などの低レベル廃棄物からなる口中－

低レベル廃棄物の処理方法は、特別な操作をすることな

く、放射能が自然放射能レベルに下がるまで、人間や自

然界から完全に隔離し、原子力発電所内の一時保管施設

や岩盤洞窟に格納して保管するものである 1）。

本研究で対象としている廃イオン交換樹脂は、原子力

関連施設の放射性液体廃棄物の処理過程で発生するもの

で、主にセメントやアスフアルト、高分子物質を用いて



固化するか、コンクリートに密閉された200Lドラム管に

入れて発電所内に保管されているお）。韓国では、年間に

ドラム管数千本分の中・低レベル放射性廃棄物が発生し

ており、これらは、現在、各原発の一時貯蔵庫に保存さ

れている。しかし近年、一時貯蔵庫が飽和状態に到達し、

最終廃棄物処分場（韓国慶尚北道慶州市、 2014年竣工予

定）に移送して管理すべき事態に至った。

原発敷地内に一時的に保存して管理しているこれらの

放射性廃棄物ドラム管を最終廃棄物処分場に搬送するた

めには、 ドラム管の内容物の物理・化学的特性が処分事

業者が提示した買収基準めを満たしていることを確認す

る必要がある。特に、分析項目の圧縮強度は、破壊試験

を実施すると、放射性物質の漏出が懸念されるなど、安

全上の問題が発生する η。したがって、非破壊試験によ

り廃棄物の圧縮強度を予測する必要があるが、一般的な

‘非破壊試験によるコンクリートの圧縮強度推定式’を適

用するのは材料構成が異なるため適切ではなく、廃イオ

ン交換樹脂放射性廃棄物と同様の試験体を再現して圧縮

強度と非破壊試験を実施した後、その関係を分析して適

用する方法がより合理的である。買収基準によれば、廃

棄物は基準値以上の圧縮強度を持つ必要があり、セメン

トなどの硬質固化体の場合、圧縮強度は、 3.44MPa (500 psi 

）以上と規定されている。現状では、過去に処理した廃

棄物の圧縮強度を正確に知ることができないが、セメン

トの水和反応は、長い時間をかけて強度発現に寄与する

ために、基準値を大幅に上回る可能性もある。よって本

研究では、中・低レベル放射性廃棄物処理用セメント固

化体の材料構成を維持しながら、基準における最低限度

付近の3MPaから比較的高強度の30馳程度までの広い範囲

の強度を有するセメント固化体の製造を試みた。このた

め、 AE剤の使用量を多段階に精密に調整し、様々な強度

を有するイオン交換樹固化体を製造し、これを対象に、

圧縮強度と動弾性係数の関係を導出した。

2. 研究の肉容及び範囲

2. 1 研究計画

本研究では、 1989年に韓国電力公社技術研究院が発表

した報告書「放射性廃棄物の固化工程の開発」 8）の内容に

基づいて廃イオン交換樹脂を固化させた廃棄物を、再現

の対象とした。上記の廃棄物と同様の試験体を製造する

ために放射能吸着工程で実際に使用される陰イオン交換

樹脂を使用しており、調合条件及び調合比は、当時の調

合を再現するために、報告書の内容に基づいている。

本研究は、 Fig.1に示すように2段階に分けられる。第

l段階は、予備実験として、 AE剤の使用量と使用方法に

応じた強度発現特性を検討し、圧縮強度と AE剤の使用

量との関係を推定した。第 2段階実験では、 1次実験の

結果をもとに最適な調合を導出して試験体を製造するこ

AE剤使用量及び方法による強度発現特性の検討

圧縮強度とAE.剤使用量の関係推論

目標強度を満足するためのAE.剤使用量の算定

最終的な強度発現のための調合設計

圧縮強度と動弾性係数の関係式導出

Fig. 1 Process of問 search

とにより目標強度を満足させて物理・力学的特性を検討

し、最終的に固化体における圧縮強度と動弾性係数の関

係式を提示した。

2.2 使用材料

2. 2. 1 固化材料

本研究に使用された固化材料の化学組成をTablelに示

す。材料は、過去に廃イオン交換樹脂の固化に使用され

たものと同じセメントと消石灰を使用したーセメントは、

KS(Korean Standぽd)L5201の規定を満足する韓国のH社

の普通ポルトランドセメント（密度3.15g/cnI、粉末度3,000

c~／g）を使用し、消石灰は、 Cao の含有量が 90%以上の

l級消石灰を使用した。

Table 1 Chemical composition of solidifiable materials 

Type Cao Si02 AlzQ3 民生10Fe2Q3 Si03 K20 SrO Zr02 Ti02 

PC1) 72.1 11.2 2.3 0.1 5.5 5.2 2.7 0.1 ． 0.3 

CH2) 93.8 1.4 0.6 0.1 1.4 1.5 ． 0.1 ． ー

I) PC : Portland Cement, 2) CH : Calcium Hydroxide 

2.2.2 イオン交換樹脂

実際の廃イオン交換樹脂放射性廃棄物と本実験のイオ

ン交換樹脂を周化させた試験体が同じ条件になるように

実験を実施Lた。ただし樹脂は未使用のものを用いた。

イオン交換樹脂は、放射性液体廃棄物処理の際にイオン

交換工程で用いているもので、 Clをイオン交換基として

持ち、スチレンとジビニルベンゼ、ンの共重合体をマトリ

クスとする強塩基性陰イオン交換樹脂である。軽い多孔

性固体として径 1～2mmの球状になっており、含水率は

約 50%であるが、樹脂内部の水分はセメントの硬化には

影響を与えない。一方、樹脂粒子の間の空隙を満たして

いる水分は、セメントの硬化に影響を与えるため、樹脂

の粒子の周辺に静電気的に閉まれた水分がなく、樹脂の

内部にのみ水分が存在している状態で使用した。陰イオ

ン交換樹脂の形状及び特性をPhoto.1、Table2に示す。



Photo 1 Anion exchange resin 

Table 2 Properties of anion exchange resin 

Matrix Styrene divinyl-benzene copolymer 

Physical form Pale yellow translucent beads 

Ionic form Chloride 

Specific gravity 1.063～ 1.093 

Moisture (%) 49～ 55 

Exchange capacity (eq/t) above 1.3 

Effective diameter (mm) 0.35～ 0.55 

2.2.3 空気連行剤

様々な強度を有する試験体を製造するために、マトリ

クスの内部に空隙を導入し、強度を低下させる目的で使

用したAE剤は、陰イオン性界面活性剤を主成分とするコ

ンクリート用空気連行剤を使用した。

2.2.4 気泡

気泡の製造は Fig.2で示したように空気圧出方式で気

泡剤の希釈水溶液を流入させた後、発泡機を利用して製

造した。製造された気泡は、固化材料とイオン交換樹脂

が混合されたスラリーに直接投入してさらに練混ぜられ

ることになる。 Photo2、3は、気泡発生器と発泡した気

泡の外観を示す。

Compressed 
air 

Tube 
(Packed bead ) 

Surfactants 
solution 

Fig. 2 Schematic diagram of foam production method 

Photo 2 Foam generator Photo 3 Produced foam 

2.3 実験方法

試験体は、普通ポルトランドセメント、消石灰及び陰

イオン交換樹脂を空練りした後、水を添加して練り混ぜ

たセメントスラリーに AE剤を投入して高速で撹排して

製造した。製造した試験体はの100×h200皿の鋼製型枠に

打ち込んで温度20土l°C、湿度60士5%の恒温恒湿チャンバ

ーで気乾養生した。イオン交換樹脂は、水と接触すると

膨張する特性があり、またセメントの乾燥収縮によるひ

び割れによって亀裂から放射性物質が漏洩する可能性が

あるので密封して外気と遮断した状態で養生した。

測定項目中にフローは「KS L 5111、セメント試験

用フローテーブルjに準じて実施し、圧縮強度は、「AS刊 f

C495-99a Standard test method for compressive s甘engthof 

lightweight insulating concrete J によって測定したo また、

スラリー状態及び硬化後の試験体の単位容積質量と空気

量は「KSF2409、フレッシュコンクリートの単位容積質

量及び空気量試験方法（質量法）Jにより算出した。動弾性

係数は「KSF2437、共鳴振動によるコンクリートの動弾

性係数及び動ポアソン比の試験方法Jによって測定した。

2.4 調合設計

先ず、様々な強度を有する試験体の調合設計のために

予備実験により 7日強度と 28日強度の相関関係を検討し、

その結果を Fig.3に示した。これによりイオン交換樹脂

を混合したセメント固化体の7日と 28日強度の相関関係

は、次の Eq.(1）で表すことができる。

σ28 = 1.10×σ1 + 0.90 Eq. (1) 

ここで、 σ28:28日の圧縮強度仰）

σ7: 7日の圧縮強度帥）

20 

O:,s躍 1.100'1+o.90 

~ IS 

議 10 ' 

l I ~· s ' 

10 12 14 ltl 

7dayscompr回sivestr叩 gth(MPa) 

Fig. 3 Relationship between 7 and 28 day compressiv 

e strength from the previous e玄periment

調合の算定は、1次実験で測定した材齢7日における強

度に基づいて、上記の式を適用して、 28日の強度を推定

した後、推定された強度値と使用された AE剤添加率と

の関係を導出し、それぞれの強度レベルに必要な最適な

AE剤添加率を逆算して2次実験に適用した。



3. 1次実験－ AE剤使用量及び方法による強度発現特

性の検討

3. 1 実験計画

l次試験は、廃イオン交換樹脂を使用したセメント国化

体の強度範囲を調べるための実験として、AE剤を直接使

用して目標強度を満足させる方法と、AE剤を希釈した水

溶液を発泡させて作った気泡を混入して空隙率を向上さ

せる方法の二つを使用した。報告書で提案された最適な

調合として W/Bを35%、樹脂混入率は 17.9%に固定した

後、 AE剤の添加量は、結合材に対し質量比で0.0～2.0%

の9レベルに設定した。また、発泡した気泡を 10、-30、

50、70%の容積比でスラリーに混入した。試験体はフレ

ッシュ状態で、フローを測定し、硬化後、材齢3日と 7日

における圧縮強度を測定し、強度発現性状の把握を試み

た。また、測定された圧縮強度と姐剤の使用量の相関

関係を分析し、目標強度を満足できる試験体の製造のた

めの AE剤使用量を推定した。 1次実験の計画と調合は、

Table3、4に示す。

3.2 実験結果及び考察

3. 2. 1 フロー

報告書で規定されている最小の流動性（210mm）と比

較した各試験体のフロー測定結果は、 Fig.4に示す。フロ

ーは、 AE剤を添加していない場合約 217mm、AE剤を

添加すると、やや増加することがわかった。一般的にコ

ンクリートに AE剤を添加すると、コンクリート内に球

状の微細な独立気泡を発生させballbearing効果によって

打設時の作業性が向上するが、本研究でも同様の傾向が

みられた。しかし、 AE剤添加率の増加に伴う変化は認め

られなかった。

一方、気泡発生器を介して発泡させた気泡を混合して

試験体を製造した場合には、気泡の混入率が増加するに

つれて、フローは減少することがわかった。これは、気

泡混入率が増加するにつれて、単位質量が低い気泡が容

積の大部分を占めるようになり、スラリー密度が低くな

って流動エネルギーが相対的に減少したためと考えられ

る。また、長鎖構造の疎水基の気泡剤分子が水の界面に

配列されて，気泡薄膜内の排液速度を減少させ液体の粘

性が増加されるためであると判断される 9,10)0特に、気泡

Table 3 Plan of first e玄.periment

Addition rates -Flow 
0.3, 0.4, 0.5 

-Compressive of AE agent 
1.0, 1.5, 2.0 

stren帥（3,7days) （%） 
10*, 30*, 50*, 70* 

本： Additionrates of foams 
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Fig. 4 Results of flow test 

混入率が 50%と70%の場合、最小フロー値を満足してい

なかったため、過去に処理したセメント固化体の再現に

は無理があると思われる。

3.2.2 圧縮強度

Fig. 5は1次試験の圧縮強度測定結果を示す。 AE剤を

使用していない試験体の圧縮強度は、材齢7日で約26Mfu

を示し、 AE剤を使用すると、マトリックス内の空隙の導

入効果が現れ、圧縮強度は減少することが確認された。

0.1%のAE剤添加率でも圧縮強度は約 60%程度と大きく

減少し、その後は、 AE剤添加率が増加しでも、圧縮強度

の減少幅が大きくないことが確認された。したがって、

0.1%以下の AE剤添加率についても検討することにより、

目標とする範囲（3～30馳）で様々な強度を有する試験

Table4Mix匝gdesign of first e玄.periment

Resin WIB 
AE Foam 

Water Unit volume (t/m3) Un社weight(kglm3) AE 

（%） （%） 
agent ratio 

(kglm3) 
agent 

（%） （%） PC CH AER指 Foam PC CH AER (kglm3) 

。～ 2 。 372 306 41 281 。 965 97 312 0～21 。 10 334 276 37 253 100 869 87 281 。
17.9 35 。 30 260 214 29 197 300 676 68 218 。

。 50 186 153 21 141 500 483 48 156 。
。 70 111 92 12 84 700 290 29 94 。

申 AER: Anion Exchange Resin 



体の製造が可能であると判断される。また、発泡した気

泡を混入した試験体の場合にも、圧縮強度のコントロー

ルが可能なことが分かった。しかし、気泡を 70%混入し

た試験体の場合、手で触ってもこなごなになるほど低強

度で、あったため、圧縮強度を測定することができなかっ

た。
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Fig. 5 Results of compressive strength test 

l次実験の結果、目標強度を満足するための強度のコ

ントロールは、AE剤を直接使用した場合と気泡を製造し

て混合した場合の両方とも可能であると判断される。し

かし、 AE剤を直接使用した場合に実験が簡単なだけでな

く、より安定的で精密な結果を示した。また、同じ強度

水準での作業性が有利であるため、 AE剤を添加する方法

で十分に強度の範囲を多様化することができるものと判

断した。

3.3 強度水準別AE剤添加率算定

先行実験で得られた結果を分析検討し、目標強度を満

足して試験体を製造するための最適の調合を算定した。

この調合の算定は、 Fig.6に示す。一先ず、 1次実験の28

40 so 

日強度をEq.(1）の推定式から推定した（A）。その後、 AE

剤添加率による 28日の推定圧縮強度の関係をログ関数

として導出し、（B）この関数を使用して、目標となる強

度を得るために必要な AE剤添加率を算定した（C）。こ

こで得られた AE剤添加率が目標強度を満足するかどう

かは、 2次試験で確認した。

4. 2次実験一様々な強度を有する試験体の製造と圧

縮強度ー動弾性係数の関係式導出

4. 1 実験計画

2次実験の調合は、 Table5に示す。目標強度は、 3、5、

7.5、10、15、20、25、30Mfuの8水準に設定し、これを満

足させるために、 l次試験から算出された適正量の AE剤

を添加した。試験体はフレッシュ状態で、流動性と単位容

積質量及び空気量を測定した。また、硬化した後、単位

容積質量、空気量、長さ変化を測定し、圧縮強度と動弾

性係数の関係式を導出した。

4.2 実験結果及び考察

4.2. 1 フロー

Fig. 7は、フローの測定結果を示す。フローは、 1次実

験の結果と同様に約 220～240mmとなった。 AE剤を添

加すると、流動性はやや増加した。 0.01～0.07%範囲の極

少量を使用した場合、 AE剤添加率の増加とともにフロー

も増加するが、これらの特性は、限界を有することが分

かった。 0.07%以上の添加率でフローはやや減少するか、

同等の値となった。これは、フローテーブルの垂直落下

を手作業で、行った実験誤差と判断することもできるが、

AE剤添加率によってスラリーの粘度や分散挙動などが

異なる場合があり、これらを検討してみる必要がある。

そのため、AE剤添加量の変化がスラリーの流動性に及ぼ

す影響についての研究と考察がさらに必要になると思わ

れる。反面、すべての試験体の流動性が実際の廃棄物を

処理した時のフロー基準（210mm以上）を満たしており、

過去に固化処理した廃イオン交換樹脂廃棄物の再現が可

能で、あった。
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量は急激に増加し、その後緩やかに増加することがわか

った。 AE剤を最大2.1%使用した試験体の空気量は37%

まで増加し、単に機械的な撹枠だけでマトリックス内に

多くの空隙を生じることが確認された。

4.2.3 圧縮強度

Fig. 9は2次試験の圧縮強度測定結果を示す。試験体の

圧縮強度は、 AE剤添加率が低い水準で急激に減少し、添

加率の増加に伴い緩やかに低下することがわかった。一

般的にコンクリートの混和剤として添加する AE剤の量

は、 0.02～0.05%であり、本実験でも少量のAE剤の使用

で気泡を連行させ、圧縮強度を減少させることができ、

使用量を増加させると、より低い水準の強度を得ること

が可能であったo その結果、一定範囲（3.3～28.6馳）の

強度水準を得て目標強度（3～30蜘）を満たすことがで

きる。特に 1次実験で確認していない0.1%未満の AE剤

添加率の条件で推定した強度範囲を比較的よく満足して

いることが分かつた。目標強度に対する、実際の強度発

現率は平均約 88%と、 7日強度に基づいて推定したもの

であることを勘案すればかなり良好なことと判断される。

Fig. 7 Results of flow test 

4.2.2 単位容積質量と空気量

一般的にセメント系硬化体の圧縮強度は、試験体の単

位容積質量によって支配的に影響を受ける。すなわち、

使用材料及び調合条件が同じ場合、単位容積質量が低い

ほど、試験体内部に空隙が増加し、圧縮強度は減少する

ことになる。本研究でも、このような特性を利用して、

様々な密度を有する試験体を製造することを目的として

おり、その結果はFig.8に示した。

AE剤添加率の増加につれて、試験体の空隙量が高くな

り、単位容積質量は減少することがわかった。特に、 0.1%

未満の添加率で単位容積質量は他の条件と比較して大幅

に減少し、その後緩やかに低下する傾向を示した。また、

硬化した後、試験体の単位容積質量はやや減少した。こ

れは、養生過程で水分の蒸発により内部の空隙率が増加

した結果と考える。

空気量は理論的な調合上の単位容積質量（1.745g/cnD 

と、実際の測定値との差を空隙とみなして計算した。従

って、空気量は単位容積質量の結果と正反対の傾向を示

している。 AE剤を 0.1%未満の極少量添却しでも、空気

Table5Mix凪gdesign of second 偲 periment

Resin W/B 
Target AE 

Water 
Unit volume (.f'/m3) Unit weight (kg/m3) AE 

（%） （%） 
S佐ength agent 

(kg/m吉）
agent Test items 

（恥1Pa) （%） PC CH AER PC CH AER (kg/m3) 

30.0 0.011 0.1 -Flow 

25.0 0.028 0.3 -Unit weight (slurη ＆ 

20.0 0.074 0.8 hardened state) 

15.0 0.197 2.1 剛 Aircontent (slurry & 

17.9 35 372 306 41 281 965 97 312 
10.0 0.523 5.6 hardened state) 

7.5 0.853 9.1 -Length change 

5.0 1.390 14.8 
-Compressive s位・ength

3.0 2.054 21.8 
-D戸1amicmodulus of el部ticity 
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4.2.4 動弾性係数

放射性物質が含まれている廃イオン樹脂固化体は、圧

縮強度を直接測定することが難しいので、測定の容易な

動弾性係数を測定して、間接的に現在の強度を推定する

必要がある。動弾性係数を測定する方法には、超音波伝

播速度と振動による共鳴周期を利用するなどのいくつか

の方法があるが、本研究では、試験体の 1次共鳴周期、

すなわち、固有振動数による方法を用いて、次の Eq.(2) 

(KS F2437参照）により導出した 11-13）。

ーL3T _ 
Ev= 161×10-:, dτWfL. Eq.(2) 

ここで、 Ev：動弾性係数例／mid)

L：試験体の長さ（阻）

d：試験体の直径（mm)

W：試験体の質量（kg)

f: 1次共鳴振動数例z)

T：修正係数

Fig. 10に、試験体の圧縮強度と動弾性係数の関係を示

す（下記の Eq.(3））。また、これらの相関関係と比較するた

めに、既存の文献で提示しているコンクリートの圧縮強

度－動弾性係数の関係(Eq.(4）～（5））も図中に併記して

いる叫15）。

Ev= 0.27σc + 2.56 

Ev= 0.86σc + 7.25 

Ev= 0.61σc + 17.42 

Eq. (3) 

Eq. (4) 

Eq. (5) 

40 

0 

Eq. (3) This ex戸市nent

Eq. (4) !Gm Jinman, 1996 

Eq. (5)H組 Sanghun,2001 

1-0 lS lO 2~ 3-0 35 

Compressive strength (MPa) 

Fig. 10 Relationship between compressive strength 
and dynamic modulus of elasticity 

廃イオン交換樹脂固化体を再現した試験体の動弾性

係数は、圧縮強度が高くなるほど増加する一定の傾

向が現れ、約 3.7～10.7GPaの範囲を示しているD しか

し、既往の文献で提示している一般的なコンクリー

トにおける圧縮強度と動弾性係数の関係と比較する

と、同じ強度でも動弾性係数は低い値となることが

わかった。本研究での試験体と通常のコンクリート

の動弾性係数の差は、強度の増加に応じて多少増加

し、平均して約 20GPa程度であることが確認された。

強度を同じにしても硬化体の構成材料、すなわち、

骨材の有無やイオン交換樹脂が含まれていることな

どから、材料の特性によって異なる硬化体の内部組

織によって共鳴振動数に差が生じていると判断され

る。これらの結果より、固化体の強度が基準で求め

られている 4馳（500psi)を満足していることを確

認するためには、動弾性係数の値が 3.49GPa以上あ

ることを確認すればよしこれにより最終処分場ま

で移送時の問題が発生しないと判断することができ

る。ただし本研究では，内部に空隙を導入する方法

により種々の強度の固化体を作成しているため、実

際の固化体の動弾性係数一強度関係と若干の差異が

生じる可能性がある。この点についてはさらに検討

が必要である。

5.まとめ

本研究では中・低レベル放射性廃棄物処理用セメント

固化体を再現して、それをターゲ、ツトに圧縮強度と動弾

性係数の関係を調べた結果、以下の結論を得た。

1) AE剤添加率の変化により目標に設定した 3～30MPa 



範囲を満足する中－低レベル放射性廃棄物処理用セ

メント固化体の製造が可能で、あった。

2) 事前に気泡を製造して混入する方法より AE剤を直

接使用した場合に単位容積質量及び強度をより正確

に調整することが可能である。

3) AE剤の添加率による単位容積質量と空気量の変化

は、添加率が低い範囲では、非常に敏感で、あったが、

添加率が増加するほど、その変化は小さくなった。

4) イオン交換樹脂処理用セメント固化体の動弾性係数

は、 4.1～ 10.2仇の範囲に現れ、通常のコンクリート

よりも、同じ圧縮強度で約20GPa低く、その差は、強

度の増加に伴って増加する。

5) 動弾性係数による実際の中－低レベル放射性廃棄物

である廃イオン交換樹脂固化体の圧縮強度は、本文

中の（3）式により推定することができる。同式により、

実際の固化体の強度が、基準で求められている

3.44MPaを満足していることを確認するためには、

固化体の動弾性係数の値が 3.49GPa以上あることを

確認すればよいことが示された。ただし本研究では，

内部に空隙を導入する方法により種々の強度の固化

体を作成しているため、実際の固化体の動弾性係数

－強度関係と若干の差異が生じる可能性がある。こ

の点についてはさらに検討が必要である。
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